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要  旨 

 

我が国は，少子・高齢化による生産年齢人口の減少が進んでおり，建設業においても業者数・就業

者数ともに1990年代後半をピークに減少している． 
国土交通省では，2015年度より労働人口が減少するなか，経済成長を実現するために，生産性を向

上する取り組みとして，「i-Construction」を実施している． 

港湾分野においては，2017年度より「ICT浚渫工（港湾）」が実施され，3次元データを用いたマ

ルチビーム測量を活用している．マルチビーム測量については，各種マニュアル･要領類が整備され

ているが，当初より目指している生産性の向上においては，作業時間や費用面で必ずしも効率化がさ

れていない状況である．そこで，2017年度より毎年，効率化に向けた検討を行い，マニュアル･要領

類の改定が実施されている． 

本検討では，さらなる「ICT浚渫工（港湾）」の効率化を目指し，マルチビーム測量の関係者への

ヒアリング結果をもとに，①「スワス角・重複率」の設定値緩和による測量距離の減少および，②土

量計算時の取得点群データ処理での選択値として，「最頻値」の追加による使用可能となるソフトウ

ェアの増加の2点について，実施工や実験工事でのデータを用いて検証を行い，生産性の向上につな

がる改善案の提案をするものである． 
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Synopsis 
 

In Japan, the working-age population is decreasing due to the declining birthrate and aging population， 
In the construction industry as well, the numbers of contractors and employees have been decreasing since the 
late 1990s. 

In response to the decline in the working population, in FY2015, the Ministry of Land, Infrastructure, 

Transport and Tourism implemented an “i-Construction” initiative to improve productivity and realize 
economic development.  

In the harbor field, since FY2017, utilization of multi-beam surveying with three-dimensional data in “ICT 
dredging (harbor construction)” has been ongoing. Various manuals and procedures have been established for 

multi-beam surveying, but these do not always contribute to the efficiency of work behaviors or costs to yield 
greater overall productivity. Therefore, since FY2017, a study has been conducted each year to determine 
ways to improve efficiency, and manuals have been revised accordingly. 

 In this study, our aim was to further improve the efficiency of "ICT dredging (harbor construction)" and 

suggest approaches that will lead to improvements in productivity. Based on data regarding work already 
executed as well as experimental work, as obtained in interviews with those involved in multi-beam 
surveying, the following two suggestions were made: 

(1) “Reduce the surveying distance” by relaxing the values established for “swath angle/overlap rate,” and 

(2) “Increase the number of software programs that can be used when calculating soil volume by adding 
“Mode” as a selection option for “Acquired point cloud data processing.” 

 
Key Words: i-Construction, ICT dredging, multi-beam survey, swath angle, overlap rate, median, mode  
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1. はじめに 

 

 1.1 背景と目的 

現在，我が国においては，少子・高齢化による人口減

少社会を迎えており，それに合わせて，生産年齢人口の

減少が進んでいる．建設業においても，建設業者数・就

業者数ともに 1990 年代後半をピークに減少している状

況である．また，バブル経済崩壊後の建設投資は減少傾

向であったが，就業者数の減少を上回るものであったた

め，建設現場での労働力が過剰となる状況を生むことと

なった．このような状況においては，建設現場における

省力化や効率化といった対策は見送られることとなった．    

 しかしながら，国の社会資本の整備を担う建設業にお

いては，社会の安全および安心を確保する役割を同時に

担うこととなっており，少子・高齢化や労働人口の減少

が進む状況においても，これらの役割を果たす必要があ

る．また，経済成長を進めていくために，建設現場に携

わる一人ひとりの生産性を向上させて，企業の経営環境

を改善することが求められている． 

国土交通省では，2015 年度より労働人口が減少するな

かでの経済成長を実現するため，建設現場の生産性を向

上させる取り組みとして「i-Construction」を実施している．

「i-Construction」は建設現場の生産性革命として，ICT 技

術を活用するなど，現場作業の効率化や生産性の向上を

目指すものである． 

建設業においては，一品受注生産，現地屋外生産，  

労働集約型生産等の業種としての特性から，他の製造業

などで進められてきたセル生産方式，自動化・ロボット

化等に取り組むことは困難であった． 

そこで「i-Construction」を進めるための３つの視点が挙

げられている．1 つ目の「建設現場を最先端の工場へ」に

ついては，近年の衛星測位技術等の進展と ICT 化により，

屋外の建設現場においても，ロボットとデータを活用し

た生産管理を実現させるものである．2 つ目の「建設現

場へ最先端のサプライチェーンマネジメントを導入」に

ついては，工場や現場における各工程が改善され，待ち

時間などのロスが少なくなり，建設生産システム全体の

効率化が図られるものである．3 つ目の「建設現場の２

つのキセイの打破と継続的なカイゼン」については，イ

ノベーションを阻害している書類による納品などの規制

や，年度末に工期を設定するなどの既成概念を打破する

ものである．これらの視点を踏まえ，「i-Construction」を

推進するためのトップランナー施策として，ICT 技術の

全面的な活用，全体最適の導入（コンクリート工の規格

の標準化等），施工時期の平準化の 3 つの項目を設定して

いる 1)．これにより国土交通省では，調査・測量から設

計，施工，検査，維持管理・更新までの全ての建設生産

プロセスで ICT 等を活用する｢i-Construction｣を推進し，

建設現場の生産性を 2025 年までに 2 割向上させること

を目指している． 

ICT 技術の全面的な活用に関しては，2016 年度より陸

上分野の土工において，ICT 土工の活用が開始され，翌

2017 年度には ICT 舗装工が加わり，対象工種を拡大して

いる．また，港湾分野においては 2017 年度より，海上の

浚渫工事で ICT 浚渫工（港湾）が実施されており，対象

となる工事件数も年々増加している 2)． 

ICT 浚渫工（港湾）では実施方針で，①3 次元起工測量，

②3 次元数量計算，③ICT を活用した施工，④3 次元出来

形測量，⑤3 次元データの納品，という 5 つの実施を定

めている 3)．これにより ICT 浚渫工（港湾）においては，

3 次元データを用いたマルチビーム測量を実施しており，

マルチビーム測量に関係する各種マニュアル･要領類が

整備されている 3)． 

ICT 浚渫工（港湾）での ICT 技術活用となるマルチビ

ーム測量の導入により，測量成果は従来の測線毎での測

量よりも，高精度である面的な詳細データの取得が可能

となり，品質は向上している． 

 一方で，マルチビーム測量の要求水準は高く，測量作

業の時間や測量費用の面から効率的になっているとはい

えない．そこで，マニュアル･要領類については，試行工

事のアンケート調査などを踏まえて，2017 年度より毎年，

計測性能（取得点密度），測深精度の要求水準の緩和に向

けた検討を行い，マニュアル･要領類の改定を実施してい

る． 

今般，今後のさらなる ICT 浚渫工（港湾）の効率化を

目指し，マルチビーム測量の関係者（測深機販売代理店，

測量業者，浚渫業者等）へのヒアリングを実施し，現状

の課題や要望について意見の収集を行った． 

その結果より本検討では，①「スワス角・重複率」の

設定値緩和による測量時間・距離の減少および，②土量

計算時の取得点群データ処理の選択値として，「最頻値」

の追加による使用可能となるソフトウェアの増加の 2 点

について，整備局および工事受注者の協力の下，実際の

工事におけるデータを用いて検証し，生産性の向上につ

ながる改善案の提案を行うものである． 
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1.2 構成 

本検討の構成を図-1.1 に示す． 

第 1 章では，背景と目的，構成を記載する．第 2 章では，

港湾分野および陸上など他分野における ICT 活用状況に

ついて記載する．第 3 章では，ICT 浚渫工（港湾）の実

施状況や現在までのマニュアル･要領類改定の経緯を記

載する．第 4 章では，今年度実施したヒアリング調査結

果および検証項目について，検証方法から結果までを記

載する．第 5 章では，第 4 章での検証結果からマニュア

ル･要領類の改善案の提案および期待される効果につい

て記載する．第 6 章では，本検討のまとめを記載する． 

        

図-1.1 本検討の構成 

2. 港湾分野および他分野における ICT 活用状況 

 

2.1 ICT 活用工事の実施状況 

 

（1） ICT 活用工事の導入 

建設業は，国の社会資本の整備と併せて，国土保全や

国民の安全・安心の確保を担うものであり，その役割は

重要なものである． 

しかしながら，生産年齢人口の減少と高齢化，若手入

職者の減少などの労働力不足の問題や，建設生産プロセ

スの効率化の遅れにより，生産性の向上が進んでいない

状況である．これらの課題解決を目指し，測量・調査，

設計，施工，検査，維持管理・更新の一連のプロセスや

プロジェクト実施において，ICT を活用し効率化してい

くことが重要である．また，現場技術者においても，ICT
等の新しい技術の現場経験を積み重ねていき，最新の

ICT を積極的に導入することで，各工程における課題の

解決・改善を図ることが可能となり，熟練技術者・若手

技術者を問わず，技術力向上や人材の育成・確保につな

げていくことが重要である 4)． 

我が国における ICT 活用の状況は，製造業において，

1980 年代より CAD（Computer-Aided Design）の普及が始

まり，設計図面をコンピュータで描くことができるよう

になり，それまでの手書き作業と比べて，作成や修正作

業が効率化された．また，CAD の使用による効果として，

既存データを再利用・編集することにより，各種計算の

ためのデータ入力手間などの削減による効率化も達成さ

れた．1990 年代に入りコンピュータの性能はさらに向上

し，CAD も 2 次元から 3 次元 CAD へと進化し普及した.         

3 次元 CAD においては，製品生産前の視認性向上，体積

質量計算や部材の干渉チェックが容易になるなどのさま

ざまな効果が確認された 5)． 

 

（2） 建築分野における ICT 活用 

建設業においては，構築物が原則的に現地屋外での生

産となり，製造業のように屋内生産などによる作業の効

率化は，困難であると考えられていたが，i-Construction の

推進による生産性の向上に向けた取り組みが開始された

6)． 

2004 年頃より建築分野では，コンピュータ上において

設計を 2 次元から新たに 3 次元で行い，構造物を構築す

る BIM（Building Information Modeling）の取り組みが開

始された． 

BIM の考え方においては，3 次元データを用いて仮想

の建築物の構築を行うことにより，コンピュータ内で任
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意に水平や鉛直方向の 2 次元データを，平面図や断面図

として取り出すことが可能となる. 

これらのデータについては，ひとつの仮想構造物（3 次

元モデル）から取り出されているので不整合が起こらな

い効果がある 5)7). 

 また，属性情報の機能により，3 次元モデルで壁や柱

など構造物の部材を区別する情報(部材情報，材質,仕様,

製品型番等)を登録することができる．属性情報は，数量

計算や数量表の作成，構造計算のデータ入力などに利用

されている 5)7). 

 

（3） ICT 土工の活用 

土木分野においては，2016 年度より i-Construction の最

初の取り組みとして，ICT の全面的な活用を行う ICT 土

工が導入されている．土工における全面的な ICT の活用

については，以下の事項を実施することになる（図-2.1）． 

実施事項の 1 つ目は，ドローン等による 3 次元測量に

ついて，2 つ目は 3 次元測量データによる設計・施工計

画について，3つ目は ICT建設機械による施工について，

4 つ目は検査の省力化について，5 つ目はデータの納品に

ついてである。 

土工の施工については，従来丁張設置や測量作業など

人手を多く必要とするために，生産性の向上が進んでい

ない工種であった．しかしながら，3 次元データを取得

できる計測機器として、デジタルカメラを搭載の無人航

空機（Unmanned Aerial Vehicle；UAV）やレーザースキャ

ナー（LS）などの開発がされている． 
また，施工現場においては，丁張測量を必要としない

3 次元データを活用した施工ができるようになっている．  

この施工は，マシンガイダンス（MG）やマシンコントロ

ール（MC）という ICT 建設機械を活用するもので，ICT
技術を備えたバックホウやブルドーザなどでの施工によ

り，生産性が向上している 5)． 
 

（4） 他工種への導入 

ICT 土工の導入に続いて，2017 年度に ICT 舗装工(ア

スファルト舗装)と ICT 浚渫工(港湾)，2018 年度に ICT

舗装工(コンクリート舗装)と ICT 浚渫工(河川)，2019 年

度に ICT 地盤改良工(浅層･中層混合処理)と ICT 法面工

(吹付工)および ICT 付帯構造物設置工が開始されている．  
また，2020 年度以降についても，ICT 地盤改良工(深

層)，ICT 法面工(吹付法枠工)，ICT 舗装工(修繕工),ICT
基礎工･ブロック据付工(港湾)など引き続き工種の拡大

が予定されている（図-2.2）． 
橋梁分野における生産性向上の取り組みとして，i-

Bridge が実施されている．これは橋梁事業において，ICT
等を活用して調査・測量から，設計，施工，検査，維持

管理までのあらゆるプロセスの生産性や安全性を向上さ

せるものである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.1 ICT 技術の全面的な活用 概略図 8) 
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 図-2.2 ICT 施工における基準類整備の工種拡大 2) 

（5） 建設現場における ICT 活用事例  

 

a) 3 次元測量   

ドローン等の UAV を活用することにより，調査・測量

に掛かる日数を削減する（図-2.3）． 

図-2.3 UAV を活用した 3 次元測量 3) 

 

b) 3 次元データ設計図 

3 次元点群データと設計図書との差分から，施工量を自

動算出する（図-2.4）． 

図-2.4 3 次元点群データ 9) 

c) ICT 建設機械による施工    
3 次元設計データ等により，ICT 建設機械を自動制御し，

建設現場の ICT 化を実現する（図-2.5）． 

図-2.5  ICT 建設機械による施工 5) 

 

（6） ICT 土工の活用工事実施状況 

直轄工事における ICT 土工の活用工事件数については，

2016 年度では 584 件，2017 年度では 815 件，2018 年度で

は 960 件まで導入工事が増加している．2018 年度の ICT 活

用工事全体では，直轄工事の公告件数 1,948 件のうち，57％
の 1,105 件で実施されている（表-2.1～2.3）． 
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表-2.1 直轄工事における ICT 施工実施状況 10) 

 

表-2.2 ICT 土工の実施状況（2017 年度）10) 

 

表-2.3 ICT 土工の実施状況（2018 年度）10) 

 

都道府県・政令市については，実施状況の集計がある ICT
土工に関して，2016 年度では 84 件，2017 年度では 291 件，

2018年度では523件まで増加しているが，公告件数が2,428 

件のうち実施率は 22％と今後のさらなる普及が望まれる

（表-2.4）． 

 

表-2.4 都道府県･政令市における ICT 施工実施状況 10) 

 

（7） ICT 施工に関わる人材育成 

 ICT 活用工事の普及拡大の観点から，実際に ICT 施工に

関わる人材の育成や，地方への普及拡大に向けた取り組み

などさまざまな事業が実施されている． 

人材育成に関しては，国土交通省において地方整備局が

主催・共催する研修・講習会を開催するなど，以下の取り

組みを進めている（表-2.5）． 

取り組みの 1 つ目は，直轄および地方自治体職員を対象

とした講習会を充実すること．2 つ目は入門・実践など受

講者のレベルに応じた講習会を拡大すること．3 つ目は施

工の各段階として 3 次元測量，3 次元データ作成，ICT 建

設機械，出来形管理等の講習会を実施すること．4 つ目は

学生を対象とした講習，講座を開催することなどである． 

 

表-2.5 i-Construction に関する研修実績（国土交通省）2)  

 

また，各関係協会団体等においても，現場技術者を対象

として，測量や 3 次元データの作成，ICT 施工についての

知識・技術の習得などを目的として，講習会や現場見学会

開催の取り組みにより，人材育成を実施している 

（図-2.6～2.7）． 

 

図-2.6 関係協力団体等による見学会実施状況 2) 

図-2.7 ICT 建設機械説明状況 2) 

 

（8） 地方普及拡大に向けた取り組み 

ICT 活用工事の地方への普及拡大に向けた取り組みとし

て，地方自治体発注工事で ICT 活用メリットを中小施工業

者に広めていくため，現場支援型モデル事業の実施により

以下のような支援を進めている 10～11)． 

公告件数
うち

ICT実施
公告件数

うち
ICT実施

公告件数
うち

ICT実施

土工 1,625 584 1,952 815 1,675 960
舗装工 ー ー 201 79 203 80
浚渫工(港湾) ー ー 28 24 62 57
浚渫工(河川) ー ー ー ー 8 8
合計 1,625 584 2,181 918 1,948 1,105
実施率

2016年度 2017年度 2018年度
工種

36% 42% 57%

発注者指定型 施工者希望Ⅰ・Ⅱ型 合計

公告工事件数 146 1,806 1,952

うちICT実施工事件数 146 669 815

実施率 100% 37% 42%

ICT土工
2017年度(H29d) ICT土工対象工事

発注者指定型 施工者希望Ⅰ・Ⅱ型 合計

公告工事件数 189 1,486 1,675

うちICT実施工事件数 189 771 960

実施率 100% 52% 57%

2018年度(H30d) ICT土工対象工事
ICT土工

公告件数
うち

ICT実施
公告件数

うち
ICT実施

土工 870 291 2,428 523

実施率

工種

2016年度 2017年度 2018年度

ー 33% 22%

ICT実施件数

84
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支援の 1 つ目は，ICT 導入計画の支援として現場条件を

踏まえ，施工者と ICT を活かせる工程計画を検討すること．

2 つ目は ICT 導入の効果確認として，導入効果について発

注者・施工者に確認し課題の把握を実施すること．3 つ目

は ICT 活用における課題と対応事例の提供として，これま

でのモデル事業において行った支援事例を踏まえ，ICT 活

用における課題と対応事例の取りまとめ，また,モデル事

業にて活用するとともに，サポート事務所を通じ情報提供

を実施することなどの支援である． 

現場支援型モデル事業においては，地方自治体が設置す

る支援協議会のもと，ICT 活用を前提とした工程計画の立

案支援，ICT 運用のマネジメント指導などにより，支援協

議会参加者を含め広く ICT 導入効果を周知することで，

ICT 活用工事の普及促進に取り組んでいる 10～11)（図-2.8）． 

 中小施工業者への ICT 施工の普及促進に向けた取り組

みとしては，中小施工業者が小規模な ICT 施工に取り組み

やすくなるように，土工（掘削）において新たに 5,000ｍ3

未満の小規模施工の区分を新設している（図-2.9）． 

図-2.8 支援提案事例 10) 

 

図-2.9 小規模施工の区分の新設 2) 

 

 

2.2 港湾分野における ICT 活用工事 

 

（1） ICT 活用工事の導入 

港湾分野の特性としては，対象となる場所が海域となる

ことである．海上や海中においては，現場状況を直接確認

することが難しく，また，海象条件（波浪・潮流・風・透

明度等）による現場への影響などが挙げられる．これらの

特性を踏まえ港湾分野においても，生産性の向上に向けた

ICT 活用工事が導入されている． 

期待される効果については，海中状況の可視化による施

工性と品質の向上，危険箇所の可視化による安全性の向上，

現場での作業手順の標準化と作業効率改善による工費お

よび人員の削減効果などの工期短縮，また，工期短縮によ

り作業船の使用が効率化できることなどが挙げられる 5）．  

港湾分野における取り組みとしては，2017 年度より ICT
浚渫工（港湾）が実施されている．ICT の全面的活用を図

るため，起工測量，設計図書の照査，施工，出来形管理，

検査および工事完成図，施工管理の記録および関係書類に

ついて，マルチビームを用いた深浅測量を行い，3 次元デ

ータを活用している． 

 

（2） ICT 活用工事の推進 

港湾分野でも ICT 浚渫工（港湾）に続いて，ICT 活用工

事の拡大が図られている．現在，ICT 基礎工・ICT ブロッ

ク据付工（港湾)の 2020 年度からの導入に向けて，試行工

事の実施および各種要領の策定が進められている． 

また，ICT 本体工についても，2020 年度からの試行工事

の実施に向けて，ケーソン据付作業の半自動技術の導入な

ど，港湾における ICT 活用推進に向けた検討が進められて

いる 3）（表-2.6～2.7，図-2.10）． 

 

表-2.6 港湾における ICT活用の拡大方針(平成 30年度)3) 

300

250

200

150

100

50

0

◆2018年度発注ICT土工 (2018年10月時点)

５千m3未満
５千m3以上
1万m3未満

1万m3以上
5万m3未満

5万m3以上

 小規模
 5千m3未満の
 区分を新設

 現行の区分
 ＊2018年4月
  から適用

 現行の区分
〇ICT浚渫工のさらなる推進

 ・ICT浚渫工(測量のみ)の本格運用
  (WTO、A等級は「発注者指定型」、B,C等級は「施工者希望型」)
 ・ICT浚渫工（施工のICT化）のモデル工事の実施

〇ICT活用事業の拡大
 ・ICTを活用した基礎工（投入・均し）、ブロック据付工の
  モデル工事の実施
 ・各種要領(案)の作成

〇CIMの活用

 ・桟橋等を対象にCIMを活用した設計業務の実施
 ・CIM導入ガイドライン（港湾編）(仮称）の作成

〇監督・検査の省力化

 ・ICTを活用した監督・検査方法の検討
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表-2.7 港湾における ICT 活用の拡大方針(令和元年度)3) 

 

「ICT 浚渫工のさらなる推進」については，2016 年度よ 

り測量のみのモデル工事の施工が実施され，要領基準につ

いても測量マニュアル，出来形要領，検査要領（案），積算

要領（案），実施方針（案）の整備が行われた． 

2017 年度からは測量のみの試行工事の施工が実施され，

測量マニュアル・要領類の検証・改定が行われ，2018 年度

からは，マルチビームを活用した深浅測量と測量のみの

ICT 浚渫工について本格的に運用が開始された． 

また，3 次元データの活用，リアルタイムでの施工状況

の可視化など，施工の ICT 化のモデル工事が実施されてい

る． 

「ICT 活用事業の拡大」については，2018 年度より ICT
基礎工（投入・均し），ICT ブロック据付工（被覆・根固・

消波）について，可視化技術等のモデル工事の実施および

効果の検証，実施要領（案）の検討・整備，積算要領（案），

実施方針（案）の整備が行われた． 

また，ICT 本体工（ケーソン式）については，2019 年度

から仕様の検討などのモデル工事の実施に向けた検討が

行われている． 

水中部での施工における可視化技術の活用については，

可視化による作業効率の向上効果や，潜水士の負担軽減に

よる安全性の向上が期待されている（図-2.11～2.14）． 

「BIM/CIM の活用」については，2017 年度より設計に

おいて，桟橋設計等のモデル業務が実施されている．また，

2019 年度からは試行業務が実施され，BIM/CIM 活用業務

の拡大を促進している． 

「監督・検査の省力化」については，既存のソフトウェ

アやシステムを組み合わせることで，従来手作業で行って

きたデータの入力や書類の提出などの作業を大幅に効率

化し，併せて，工事書類削減等の取り組みを促進している． 

 

 

 

 

 

                                                  

図-2.10 港湾における ICT 活用の拡大方針 3) 

〇ICT浚渫工のさらなる推進
 ・ICT浚渫工(測量のみ)の本格運用
  （WTO、A等級は「発注者指定型」、B,C等級は「施工者希望型」）
 ・ICT浚渫工（施工のICT化）の試行工事の実施
  （GNSSを活用した施工箇所の可視化）

〇ICT活用事業の拡大
 ・ICT基礎工、ICTブロック据付工のモデル工事の実施
 ・ICT本体工のモデル工事の実施に向けた検討
  （ケーソンの自動据付等を想定）※

〇BIM/CIMの活用
 ・桟橋等を対象にBIM/CIMを活用した設計業務の実施
  （桟橋式構造から他構造への拡大） ※
 ・BIM/CIMを活用した工事の実施

〇監督・検査の省力化

 ・ICTを活用した監督・検査方法の検討
  （施工管理システムの導入による効率化、施工情報の一元管理等） ※

※ 具体的な実施内容については、
 「港湾におけるi-Construction WG」において検討する。
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     図-2.11 ブロック据付工状況図 11)  

図-2.12 4D エコー管理モニタ 11) 

図-2.13 浚渫状況図 11)  

図-2.14 施工管理モニタ 11) 

（3） 港湾における ICT 導入検討委員会の設置 

国土交通省では，港湾分野への ICT を活用した情報の 3
次元化を進めるための検討や，ICT の導入に向けて必要な

システムや基準類の検討を行うことを目的として，「港湾

における ICT 導入検討委員会」を設置し，以下の内容につ

いて検討を実施している 3)．  

検討内容の 1 つ目は，ICT 活用工事の実施状況，要領案

の改定・作成内容，2 つ目は BIM/CIM 活用事業の実施状

況，実施要領案の改定・作成内容，3 つ目は監督・検査業

務に係る省力化への現状での取り組みなどである． 

また，今後は，ICT 活用工事や BIM/CIM 作成業務の実 

施結果，監督・検査の省力化への取り組み結果などを踏ま

え，以下の実施要領案等の検討が行われている 3)． 

検討の 1 つ目は，ICT 活用工事（浚渫工，基礎工，ブロ

ック据付工）の実施要領案について，ICT浚渫工（改定案），

ICT 基礎工（案），ICT ブロック据付工（案）等である． 

2 つ目は BIM/CIM（港湾編）実施要領案について，CIM 導

入ガイドライン（案）港湾編，CIM 事業における成果品作

成の手引き（案）港湾編，CIM 実施計画書（例）港湾編， 

3 次元モデル表記標準（案）港湾編等である．3 つ目は監

督・検査業務に係る省力化への取り組み結果について，実

施事例の紹介などである． 

 

3. ICT 浚渫工（港湾）の実施状況 

 

3.1 ICT 浚渫工（港湾）の実施状況 

 

（1） ICT 浚渫工（港湾）の導入 

ICT 浚渫工（港湾）は，港湾工事での生産性の向上を目

指し，全面的に ICT 活用を導入する取り組みとして，2017
年度より開始されている． 

浚渫工事は，海中での作業が主となるため，出来形管理

や進捗状況の確認が直接目視できない現場環境にある．そ

のために，3 次元データを用いた ICT 活用工事を行うこと

により，水中部の可視化や作業時間の短縮などを図るもの

である． 

また，ICT 浚渫工（港湾）では，以下の 5 つの実施方針

を定めている（表-3.1，図-3.1）． 

実施方針については，①3 次元起工測量では，起工測量

（水深測量）でマルチビームを用いた測量を行うことであ

る．②3 次元数量計算では，設計図書より 3 次元設計デー

タを作成し，3 次元起工測量で取得した 3 次元データを用

いて数量計算を行うことである．③ICT を活用した施工で

は，3 次元起工測量で取得した 3 次元データを用いて，ICT

を活用した施工を行うことである．④3 次元出来形測量で



国総研資料 No.1103 

-9- 

は，浚渫工の完了後にマルチビームを用いた水深測量（出

来形測量）を実施し，出来形管理を行うことである．⑤3 次

元データの納品では，3 次元出来形測量で確認された 3 次

元施工管理データについては，工事完成図書として納品を

行うことである． 

 

 

 

 

 

 

 

表-3.1 ICT 浚渫工（港湾）実施概要 3

図-3.1 ICT 浚渫工（港湾）の全面的な活用の実施イメージ 13) 

                         

 （2） ICT 浚渫工（港湾）の実施状況 

直轄工事での ICT 浚渫工（港湾）の実施状況については，

導入初年度の 2017 年度では，公告工事 28 件のうち 24 件

で実施，翌 2018 年度では，公告工事 62 件のうち 57 件で

実施されている．また，2019 年度については，12 月 31 日

時点で 50 件の工事が契約されている（表-3.2～3.4）． 

 

表-3.2 直轄工事における ICT 浚渫工施工実施状況 10) 

  

表-3.3 ICT 浚渫工（港湾）実施状況(2017 年度)14) 

 

表-3.4 ICT 浚渫工（港湾）実施状況(2018 年度)10) 

 

発注者指定型 施工者希望Ⅰ･Ⅱ型 合計

公告工事件数 13 15 28

うちICT実施工事件数 13 11 24

実施率 100% 73% 86%

ICT浚渫工(港湾)
2017年度(H29d) ICT浚渫工(港湾)対象工事

発注者指定型 施工者希望型 合計

公告工事件数 22 40 62

うちICT実施工事件数 22 35 57

実施率 100% 88% 92%

ICT浚渫工(港湾)
2018年度(H30d) ICT浚渫工(港湾)対象工事

公告件数
うち

ICT実施
公告件数

うち
ICT実施

公告件数
うち

ICT実施

浚渫工(港湾) ー ー 28 24 62 57
浚渫工(河川) ー ー ー ー 8 8

工種

2016年度 2017年度 2018年度
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（3） ICT 浚渫工（港湾）の試行工事の実施 

 ICT 浚渫工（港湾）の試行工事については，起工測量と

して，マルチビーム測量を実施して 3 次元データによる施

工数量の確認をすること．本工事として，GPS 施工管理装

置により掘削箇所を可視化して施工期間を短縮すること．

出来形測量として，マルチビーム測量を実施して 3 次元デ

ータを活用した電子検査の実施，完成状況の可視化，出来

形数量計算の自動化を行うものである． 

また，従前は工事終了後に別途実施していた，海上保安

庁が海図の作成等で必要な水路測量については，ICT 施工

でのマルチビーム測量の工事出来形測量成果を用いた対

応を進めている（図-3.2）． 

（4） ICT 浚渫工（港湾）の推進・実施の動向 
 ICT 浚渫工（港湾）の推進・実施については，2016 年度

よりモデル工事の実施やマニュアル・要領類の整備が開始

された．2017 年度についても，試行工事（測量のみ）の実

施やマニュアル・要領類の検証・改定が進められた． 

また，2018 年度より，マルチビームを活用した深浅測量

や ICT 浚渫工（測量のみ）の本格運用，モデル工事（施工

の ICT 化）の実施，積算要領（案）（施工部分）の整備等

を開始している（表-3.5）． 

 
 

 図-3.2 ICT 浚渫工（港湾）の試行工事の実施 3) 

 

表-3.5 ICT 浚渫工（港湾）の推進に向けたロードマップ（案）3)  

工種 項目 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

測量
設計

－ －

・モデル工事(測量のみ)の実施 ・試行工事(測量のみ)の実施

－ －
・モデル工事(施工のICT化)の実施
 (３次元データ活用、リアルタイム
  での施工状況の可視化)

・試行工事(施工のICT化)の
 実施

・測量マニュアル、
 出来形要領、検査要領(案)の
 整備

・測量マニュアル、
 出来形要領、検査要領(案)の
 検証・改定

－ － －

・積算要領(案)(測量のみ)の
 整備

・積算要領(案)(測量のみ)の
 検証・改定

・積算要領(案)(施工部分)の
 整備

・積算要領(案)(施工部分)の
 検証・改定

－

・実施方針(案)の整備 ・実施方針(案)の検証・改定
・実施方針(案)の検証・改定
 (施工部分の追加)

－ －

要領
基準

施工

ICT
浚渫工
(港湾)

・ICT浚渫工(測量のみ)の本格運用
（WTO･A等級は｢発注者指定型｣、B･C等級は｢施工者希望型｣）

・マルチビームを活用した深浅測量の本格運用

・ICT浚渫工(施工のICT化)の
 本格運用
（WTO･A等級は｢発注者指定型｣）
（B･C等級は｢施工者希望型｣）
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3.2 マルチビーム測量に関するマニュアル･要領類     

改定の経緯 

 

（1） マルチビームを用いた深浅測量 

 マルチビームを用いた深浅測量とは，送受波器直下の海

底の水深情報を線で測深するシングルビーム測深に対し，

面的に詳細な海底地形を測深するものである（図-3.3）． 

マルチビーム測深は，測量船の左右方向に指向性の鋭い

音響ビームを海底に照射し，船の進行とともに一括で多数

点の水深値を計測する測深システムである． 

ICT 浚渫工（港湾）にて行う出来形管理等の深浅測量に

ついては，求められる要求精度を満たすように，マルチビ

ームを用いた深浅測量を前提としている 15)． 

 

図-3.3 シングルビーム測深とマルチビーム測深 

概念図 15) 

 

（2） マルチビーム測量に関するマニュアル・要領類 

ICT 浚渫工（港湾）における，起工測量，施工管理，出

来形管理の各段階にて行うマルチビーム測量は，以下のマ

ニュアル・要領類の規定に従う（表-3.6）． 

 

表-3.6 ICT 浚渫工に関するマニュアル・要領類 3) 15~19) 

 

表-3.6 に示す，①マルチビームを用いた深浅測量マニュ

アル（浚渫工編）では，水深 30ｍ以浅の浚渫工において，

マルチビームを用いた深浅測量を実施する際の標準的な

作業方法，使用する機器等の必要な事項について規定され

ている 15）． 

②3 次元データを用いた港湾工事数量算出要領（浚渫工

編）では，浚渫工事における浚渫土量（扱い土量，純土量，

余掘土量）算出の簡素化を目的として，マルチビームによ

る深浅測量等により取得された 3次元データを用いた浚渫

土量の算出方法を取りまとめされている 16)． 

③3 次元データを用いた出来形管理要領（浚渫工編）で

は，マルチビームによる出来形測量および 3 次元データに

よる出来形管理で効率的かつ正確に実施するために，以下

の事項について明確化することを主な目的として規定さ

れている 17)．1 つ目はマルチビームを用いた出来形測量の

基本的な取扱い方法や計測方法．2 つ目は取得データの処

理方法．3 つ目は各工種における出来形管理の方法と具体

的手順および出来形管理基準などの事項である． 

④3 次元データを用いた出来形管理の監督・検査要領（浚

渫工編）では，3 次元データによる出来形管理に係る監督・

検査に必要な事項を定め，監督・検査業務の適切な実施や

さらなる効率化に資することを目的として規定されてい

る 18)． 

⑤ICT 活用工事積算要領（浚渫工編）では，ICT 活用工

事を実施する場合の積算手順が取りまとめされている 19)．  

これらのマニュアル・要領類に則った ICT 浚渫工（港湾）

の実施により，起工測量や出来形管理における正確な浚渫

土量の算出が可能となり，また，船舶の安全航行のための

必要な水深を確保することができている． 

 

 （3） マニュアル・要領類改定の経緯 

マニュアル・要領類については，2017 年度の ICT 浚渫工

（港湾）の開始時に作成されている．作成後は，ICT 浚渫

工（港湾）試行工事で実施したアンケート調査の結果を検

証し，さらなる生産性の向上に向けて，計測性能（取得点

密度）や測深精度等の基準の改定が行われた． 

 

a） 計測性能（取得点密度）の改定 

2018 年度の改定については，アンケート意見等から以下

の理由により，浚渫工に要求される精度を考慮し，取得デ

ータ（点群数）の基準が緩和された 20)（図-3.4）． 

アンケートでは，0.5ｍ平面格子では 3 点未満の連続箇所

が発生してしまう箇所が相当あるという意見や，また，浚

渫土量計算に用いる平面格子サイズは，平坦な地形を対象

とする限りでは，平面格子サイズ 0.5ｍと 1ｍとの土量計算

結果に大きな差はないなどの意見があった． 

これらの意見を踏まえ 2018 年度では，平面格子サイズ

の基準が 0.5ｍから 1.0ｍに改定された． 

2019 年度の改定では，アンケート意見等より取得データ

（点群数）の基準の緩和について，以下の通り検討を実施

要領文書名

①
マルチビームを用いた深浅測量マニュアル(浚渫工編) （平成31年4月改定版)
https://www.mlit.go.jp/common/001281855.pdf

②
３次元データを用いた港湾工事数量算出要領(浚渫工編) (平成31年4月改定版)
https://www.mlit.go.jp/common/001281856.pdf

➂
３次元データを用いた出来形管理要領(浚渫工編) (平成31年4月改定版)
https://www.mlit.go.jp/common/001281857.pdf

④
３次元データを用いた出来形管理の監督・検査要領(浚渫工編) (平成31年4月改定版)
https://www.mlit.go.jp/common/001281859.pdf

⑤
ICT活用工事積算要領（浚渫工編）（平成31年4月改定版）
https://www.mlit.go.jp/common/001281854.pdf
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した 21) （図-3.4）． 

測量時の海象条件が悪くなった場合などの諸条件を想

定し，試行工事での 6件の取得データの全点群データから，

ランダムにデータを間引いて取得点密度を比較検討した． 

1/ 5 間引きの場合については，全点群データ数の 20％の

点群データとしている．また，1/10 間引きの場合について

は，全点群データ数の 10％の点群データとしている． 

データ数を 1/5 とした時に，達成率が 1ｍ平面格子に 3

点以上の場合では，全て 90％以上を確保できているが，未

達成格子が連続するケースが発生した． 

また，未達成格子の連続が最も厳しい条件となっている

ことから，未達成格子連続の条件をなくし，未達成エリア

が広くならないための代替措置として，達成率を 99％とす

ることとした． 

土量差については，従前の平均断面法との誤差に比べ，

小さいことが確認できた． 

 これらの結果を踏まえ 2019 年度では，達成率の基準が

90％から 99％に改定された．また，点群密度については 3
点未満の平面格子の連続不可の基準を削除に改定された． 

    図-3.4 計測性能（取得点密度）の改定 20～21) 
 

b） 測深精度の改定 

 2018 年度の改定については，アンケート意見等から以下

の理由により，検測・精度管理±10cm は水路測量基準よ

り厳しく満足することが難しいので，水路測量基準と同程

度にするように見直された 20)（図-3.5）． 

アンケートでは，現行マニュアルで規定する測深精度は，

井桁測線による検測結果により評価されるものであり,水

路測量基準のように実測データと照査線データの比較に

より，検測結果が評価されるものではないという意見や， 

ICT 浚渫工では出来形の計測だけでなく，測深データを用

いて土量計算も行うことから，より高い測深精度が要求さ

れるなどの意見があった． 

また，試行工事の結果より，海象条件が悪い等の特殊な

条件の工事箇所を除けば，±10cm の適合率 90％以上をほ

ぼ満足しており，測深機の持つ精度（エラー発生率約 5％）

を考慮しても，適合率 90％以上を許容範囲とすることが妥

当であることが確認された． 

 これらの意見等を踏まえ 2018 年度では，達成率の基準

が 100％から 90％に改定された．     

2019 年度の改定については，基本的に水路測量の基準に

合わせるように見直された 21)（図-3.5）． 

アンケートでは，井桁測量の測深精度±10cm（90％以内）

については，計測に適した平坦な場所を選定することが難

しく，制限値をクリアーすることはかなり難しいという意

見や，1 日 1 回の確認は頻度が多く，また，平穏な港内等

での確認も現場では時間的な余裕がないことが多いなど

の意見があった． 

 これらの意見等を踏まえ 2019 年度では，誤差の基準が

±10cm から水路測量基準に改定された．また，達成率に

ついては 90％の基準を削除に改定された． 

図-3.5 測深精度の改定 20～21) 

2017
年度

 ①誤差  ±10cm
 ②達成率  100％

2018
年度

 ①誤差  ±10cm
 ②達成率  90％

2019
年度

 ①海上保安庁の水路測量基準
    に合わせる（図-3.6）

・達成率を、基準②100%→90%に改定

・誤差を、基準①±10cm→水路測量基準に改定
・達成率を、基準②削除に改定

測深精度

2017
年度

 ①0.5ｍ平面格子に３点以上
 ②達成率90％以上
 ③３点未満の平面格子の連続不可

2018
年度

 ①1.0ｍ平面格子に３点以上
 ②達成率90％以上
 ③３点未満の平面格子の連続不可

2019
年度

 ①1.0ｍ平面格子に３点以上
 ②達成率99％以上

・平面格子サイズを、
                 基準①0.5m→1.0mに改定

・達成率を、基準②90%→99%に改定
・点群密度を、基準➂削除に改定

計測性能(取得点密度)
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水路測量基準では，水深の測定の誤差の限度を図-3.6 に

示すように定めている． 

図-3.6 水深の測定の誤差の限度 22) 

 

4. ICT 浚渫工（港湾）におけるマルチビーム測量

の効率化に向けた検討 

 

4.1 ヒアリング調査および検証項目 

 

（1） ヒアリング調査概要 

 今回，マルチビーム測量のさらなる効率化に向けた検討

を行うにあたり，マルチビーム測量の関係者へのヒアリン

グ調査を行い，課題や要望等の意見の収集を実施した． 

 本調査における関係者として，測深機器販売代理店 3社，

測量調査会社 1 社，浚渫工事施工会社 1 社より意見をいた

だいた．また，マニュアル・要領類の改善に向けた検証項

目の抽出に際して，2018 年度，2019 年度での改定実績も

踏まえ，今後の効率化を見込める項目を調査した． 

 

（2） ヒアリング調査結果 

 マルチビーム測量では、取得した 3 次元点群データの処

理作業に人員と時間が掛かっており，さらなる効率化への

課題となっている． 

そこで，測量船の航行距離や取得点群データを削減する

測量，データ処理作業量の削減，データ解析技術者や使用

可能なソフトウェアを増やすことなどによる処理能力向

上を目指し，2 つの検証項目について，生産性の向上・作

業の効率化につながるマルチビーム測量のマニュアル・要

領類の改善案の検証を行った． 

 

a） 検証項目１ 

マルチビーム測量におけるスワス角・重複率の設定緩和

による測量距離の減少について検証を行った． 

期待する効果については、マルチビーム測量作業におい

てはスワス角・重複率の設定が必要であるが，現行基準よ

り「スワス角を拡大」，「重複率を縮小」という設定緩和を

行うことにより，深浅測量時の測量船の航行距離を減少す

ることが期待できる（表-4.1）． 

 

    表-4.1 スワス角・重複率の現行基準 

 

b） 検証項目２ 

取得点群データ処理において，中央値に加え最頻値の選

択値採用による使用可能なソフトウェアの増加について

検証を行った． 

現行基準では，土量計算方法について「3 次元 CAD また

は GIS ソフト等を用いた数量算出方法」として，以下の通

り要領に規定されている 16)． 

「3 次元データを用いた浚渫工の土量計算は，マルチビ

ーム測深で取得された 3 次元点群データのうち，1.0ｍ平面

格子内のデータの中央値を抽出して作成された TIN によ

り求める方法を標準とする．」．一方で，最頻値を採用する

ソフトウェアも多いことから，最頻値の併用を可能とする

ことにより，使用可能となるソフトウェアを増やすことが

期待できる．  

 

4.2 マルチビーム測量におけるスワス角・重複率の 

設定緩和の検証（検証項目１） 

 

（1） 検証方法 

施工中の浚渫工事において，複数のスワス角・重複率の

組合せでのマルチビーム測量実験を行い，その結果により

スワス角・重複率の設定緩和が可能であるかの検証を行っ

た．設定緩和が可能であるかの判断は，各組合せでの測量

結果から計算した浚渫土量の比較により行った． 

 

a） マルチビーム測量のスワス角・重複率の設定緩和  

のイメージ 

図-4.2 に示すように，スワス角を 90°から 120°に 30°緩
和すると，測量面積は 1.7 倍に拡大することができる． 

また，図-4.3 に示すように，重複率を 100％から 20％に

適用明細 補正係数 適用

スワス角   60° 0.70 港湾構造物もしくは水深31m以上

スワス角   90° 1.90
水深31m未満、かつ1.0m平面格子内に
3点以上の密度を要する場合

スワス角 120° 2.20 上記以外の場合

  20%(水深差 ∼10m) 0.80

  40%(水深差10∼20m) 0.60

  60%(水深差20m以上) 0.40

100%(水路測量) 0.20

◆平成31年度 港湾請負工事積算基準【抜粋】 ＊測深作業能力－能力係数

影響要因

E4
最大

測深幅

E5 重複率

水域区分 ａ ｂ

特級 0.25ｍ 0.0075

1ａ級 0.5ｍ 0.013

1ｂ級 0.5ｍ 0.013

誤差の限界＝√(ａ²+(ｂｄ)²)
ｄ：水深（ｍを単位とする）
ａおよびｂ：以下の値
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縮小すると，測量往復回数は 1/1.8 となり測量距離は約半

分に削減できる． 

 この両方の緩和策を講じた場合，測量作業は 1/(1.7×1.8)
≒1/3 となり，測量距離が減少でき効率化の効果を得るこ

とができる（図-4.1～4.3）． 

図-4.1 マルチビーム測量イメージ 13) 

 

図-4.2 スワス角緩和イメージ 

 

図-4.3 重複率緩和イメージ 

 

b） 検証方法 

 下記工事での実験結果をもとに，スワス角 90°重複率

100％の場合での浚渫土量を基準値として検証を行った． 

「工事名：平成 31 年度名古屋港庄内川泊地浚渫工事」 

また，土量計算に用いる 3次元点群処理ソフトウェアは，

2 種類を使用して土量差の違いがないことの確認を行った． 

①検証結果判断基準 
各組合せとの増減率（土量差）の判断基準については，

過去の納品されたデータを用いて，従前の計算方法である

平均断面法と 3 次元点群データから計算した TIN 法によ

る土量との差を許容範囲とした． 

また，今回の許容範囲は，過去 11 工事での平均断面法

と TIN 法での計算結果の増減率（土量差）より，最大値で

ある 5.08％に設定した（表-4.2，図-4.4）． 

表-4.2 平均断面法と TIN 法との土量差の許容範囲設定 

 

図-4.4 平均断面法と TIN 法との土量差の許容範囲設定 

 

②スワス角の検証 
スワス角は，90°，120°，130°にて検証を行った． 

現行基準である 90°のほかに，作業の効率化の可能性を  

確認するため，より広角な 120°，130°を加え，3 種類に

ついて比較を行った． 

③重複率の検証 
重複率は，100％ ，60％ ，20％にて検証を行った． 

重複率については，「海洋調査技術マニュアル－深浅測量

－」において，「有効測深幅の 20％をオーバーラップさせ

ることが一般的である．」と記載されている 23)． 

現行基準の 100％とマニュアル記載の 20％のほかに，2
つの中間値となる 60％を加え、3 種類について比較を行っ

た． 

また今回は，測量中の船舶の動揺を±1.5ｍ程度と想定し，

有効測深幅（重複幅）の最低幅を 3ｍとして設定した． 

これにより，測量箇所水深-8.1ｍと最低幅 3ｍの設定か

ら，スワス角 90°で重複率 42％，スワス角 120°で重複率

24％となり,重複率 20％以上を確保した．また，未測箇所

がないように，測量作業中に確認を行った（表-4.3～4.4）

（図-4.5～4.6）． 

マルチビーム測量 

年度 浚渫工事名
平均

断面法
TIN法 土量差 増減率 絶対値

許容
設定値

1 H29d H29d石狩湾新港 71,734.0 71,708.0 -26 -0.04% 0.04%

2 H30d H30d博多港 35,165.0 35,260.0 95 0.27% 0.27%

3 H29d H29d金沢港１ 19,253.0 19,152.0 -101 -0.52% 0.52%

4 H30d H30d名古屋港 83,831.2 84,542.6 711 0.85% 0.85%

5 H30d H30d唐津港 14,788.0 14,530.0 -258 -1.74% 1.74%

6 H30d H30d博多港 11,903.0 12,134.0 231 1.94% 1.94%

7 H29d H29d鹿島港１ 12,240.0 11,876.0 -364 -2.97% 2.97%

8 H29d H29d鹿島港２ 19,567.0 18,865.0 -702 -3.59% 3.59%

9 H29d H29d金沢港２ 22,975.0 22,114.0 -861 -3.75% 3.75%

10 H30d H30d高松港 16,067.9 15,318.7 -749 -4.66% 4.66%

11 H29d H29d神戸港 185,189.0 175,776.0 -9,413 -5.08% 5.08% 最大値
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表-4.3 スワス角･重複率毎の有効測深幅(重複幅) 

          ※測量箇所計画水深：-8.1ｍ 

表-4.4 最低有効測深幅(重複幅)での重複率 20％以上 

を確保する設定 

 

図-4.5 スワス角 90°における測線間隔の設定 

 

図-4.6 スワス角 120°における測線間隔の設定 

                                                               

（2） 検証結果 

 

a） 土量比較検証結果 

起工測量と出来形測量での測量データを用いて，全 8 通

りのスワス角・重複率の組合せについて，基準値とするス

ワス角 90°重複率 100％との増減率(土量差)を検証した．    

 なお，ソフトウェアの違いによる増減率（土量差）がな

いことを確認するため，2 種類のソフトウェアを使用して

土量計算を行い，検証結果は以下の通りとなった  

（表-4.5～4.6，図-4.7～4.8）． 

起工測量データでの土量比較による基準値のスワス角

90°重複率 100％との増減率(土量差)は，ソフトウェア A

で最大 0.18％，ソフトウェア B で最大 0.17％であった． 

また，出来形測量データでの土量比較による基準値との

増減率（土量差）は，ソフトウェア A で最大 0.52％，ソフ

トウェア B で最大 0.56％であった． 

スワス角
最低有効測深幅

(最低重複幅)
重複率20%以上確保

90° 3.0m 3.0ｍ÷7.1m≒42％
120° 3.0m 3.0ｍ÷12.3m≒24％

100% 60% 20%
90° 7.1ｍ 7.1ｍ×0.6≒4.2m 7.1ｍ×0.2≒1.5m

120° 12.3ｍ 12.3ｍ×0.6≒7.3m 12.3ｍ×0.2≒2.5m
130° 15.2ｍ 15.2ｍ×0.6≒9.1m 15.2ｍ×0.2≒3.0m

重複率
スワス角
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表-4.5 起工測量における土量比較の検証結果 

 

図-4.7 起工測量における土量比較の検証結果 

 

表-4.6 出来形測量における土量比較の検証結果 

 

図-4.8 出来形測量における土量比較の検証結果 

 

この結果から，判断基準である平均断面法と TIN 法との

土量差とした許容範囲 5.08％より十分小さい値の検証結

果となった． 

これにより，複数のスワス角・重複率の組合せでのマル

チビーム測量データを用いた土量比較では，増減率（土量

差）は許容範囲内であり，現行基準の設定緩和が可能なこ

とが確認できた． 

 

4.3 取得点群データ処理において中央値に加え最頻値

の選択値採用の検証（検証項目２） 

 

（1） 検証方法 

2017 年度，2018 年度施工の複数の浚渫工事でのマルチ

ビーム測量データを用いて，土量計算時の中央値による土

量に対して，最頻値を使用した場合の土量差の比較を行い，

最頻値の採用が可能であるかの検証を行った． 

 

a） 中央値・最頻値等の選択値 

 土量計算時に用いる中央値と最頻値やその他の点群デ

ータの値については，以下の通りである(図-4.9)． 

中央値とは，平面格子上にある点群の中から順に並べた

時の真ん中の点である．最頻値とは，平面格子上にある点

群の中で最も頻度の高い点の中の代表値である．最浅値と

は，平面格子上にある点群の中で最も標高の高い点である．

最低値とは，平面格子上にある点群の中で最も標高の低い

点である． 

 

 

図-4.9 点群データの選択値イメージ 

 

 

検証土量
m3

基準との
土量差m3

基準との
増減率

検証土量
m3

基準との
土量差m3

基準との
増減率

0 90°  100% 160,644 0 0% 160,427 0 0%

1 90°    42% 160,722 78 0.05% 160,541 114 0.07%

2 90°    60% 160,593 -51 -0.03% 160,425 -2 0.00%

3 120°  24% 160,824 180 0.11% 160,576 149 0.09%

4 120°  60% 160,562 -82 -0.05% 160,363 -64 -0.04%

5 120°  100% 160,800 156 0.10% 160,658 231 0.14%

6 130°  20% 160,541 -103 -0.06% 160,302 -125 -0.08%

7 130°  60% 160,349 -295 -0.18% 160,151 -276 -0.17%

8 130°  100% 160,537 -107 -0.07% 160,359 -68 -0.04%

ソフトウェア：Ａ ソフトウェア：Ｂ
スワス角
重複率

指定した格子サイズ

標
高

標
高

最浅値(最高値)

中央値

最低値

最頻値
(代表値)

検証土量
m3

基準との
土量差m3

基準との
増減率

検証土量
m3

基準との
土量差m3

基準との
増減率

0 90°  100% 196,984 0 0% 196,655 0 0%

1 90°    42% 197,035 51 0.03% 196,691 36 0.02%

2 90°    60% 197,141 157 0.08% 196,679 24 0.01%

3 120°  24% 196,944 -40 -0.02% 196,604 -51 -0.03%

4 120°  60% 196,146 -838 -0.43% 195,836 -819 -0.42%

5 120°  100% 196,410 -574 -0.29% 196,054 -601 -0.31%

6 130°  20% 196,597 -387 -0.20% 196,283 -372 -0.19%

7 130°  60% 196,333 -651 -0.33% 195,766 -889 -0.45%

8 130°  100% 195,958 -1,026 -0.52% 195,562 -1,093 -0.56%

ソフトウェア：Ａ ソフトウェア：Ｂ
スワス角
重複率
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b） 検証方法 

土量計算時の選択値に中央値と最頻値を使用し，土量比

較による検証を行った．検証データとして，2017 年度 6 工

事，2018 年度 6 工事の合計 12 工事について，2 種類のソ

フトウェアを使用して土量比較を行った（表-4.7）． 

 

表-4.7 検証浚渫工事一覧表 

 

土量計算実施時に使用する平面格子密度・格子内残点数

については，1 点/1ｍとして，中央値と最頻値での土量比

較を行った． 

また，前節 4.2 での検証と同様に，改善可否の判断基準

については増減率(土量差)の許容範囲として，最大値であ

る 5.08％に設定した（表-4.2，図-4.4）． 

 

（2） 検証結果 

2017 年度の 6 工事による土量比較の検証結果は，以下

の通りとなった（図-4.10～4.11）． 

ソフトウェア A にて計算した中央値と最頻値での増減

率（土量差）は，最大 0.58％であった． 

また，ソフトウェア B にて計算した中央値と最頻値での

増減率（土量差）は，最大 1.37％であった． 

図-4.10 2017 年度工事データによる中央値と最頻値   

での土量比較 1 

図-4.11 2017 年度工事データによる中央値と最頻値    

での土量比較 2 

 

2018 年度の 6 工事による土量比較の検証結果は，以下

の通りとなった（図-4.12～4.13）． 

ソフトウェア A にて計算した中央値と最頻値での増減

率(土量差)は，最大 0.15％であった． 

また，ソフトウェア B にて計算した中央値と最頻値での

増減率(土量差)は，最大 0.08％であった． 

図-4.12 2018 年度工事データによる中央値と最頻値 

での土量比較 1 

図-4.13 2018 年度工事データによる中央値と最頻値 

での土量比較 2 
 

全 12 工事の検証データについて，2 種類のソフトウェ

アを用いて土量比較を行った結果，中央値と最頻値での増

減率 (土量差)は，判断基準である平均断面法と TIN 法と

の土量差とした許容範囲 5.08％より十分小さい値の検証

純土量
（m3）

2018年度

1 11,876

2 71,708

3 22,114

4 18,865

5 57,264

6 175,776

2019年度

1 14,654

2 14,963

3 30,734

4 67,925

5 21,038

6 9,070

酒田港北港地区泊地(-13m)浚渫工事(H29)

工　　事　　名

鹿島港外港地区航路・泊地(-14m)浚渫工事

石狩湾新港航路浚渫工事

金沢港(大野地区)航路(-13m)浚渫工事

鹿島港外港地区航路・泊地(-14m)浚渫工事(その２)

高松港朝日地区航路(-12m)浚渫工事

神戸港ポートアイランド(第2期)地区航路(-16m)浚渫工事

平成29年度鹿島港外港地区航路・泊地(-14m)浚渫工事(その３)

千葉港葛南中央地区航路(-12m)浚渫工事

名古屋港庄内川泊地B・C区浚渫工事

釧路港西港区航路浚渫工事

苅田港(本港地区)航路(-13m)浚渫工事
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結果となった． 

これにより，取得点群データ処理の土量計算時の取得点

の選択値は，中央値に加え最頻値の採用も可能であること

が確認できた． 

 

5. ICT 浚渫工(港湾)におけるマニュアル・要領類 

に関する改善案 

 

5.1 マルチビーム測量におけるスワス角・重複率の 

設定緩和の改善案の提案および効果 

 

（1） 改善案の提案 

 複数のスワス角・重複率の組合せでのマルチビーム測量

データを用いた土量比較により，増減率(土量差)は許容範

囲内であり，現行基準の設定緩和が可能なことが確認でき

た． 

この結果より，スワス角・重複率の設定緩和に有効な組

合せの改善案について，以下の通り提案する．  

現行基準であるスワス角 90°重複率 100％の設定につ

いて，スワス角 120°重複率 20％とする改善案を提案する． 

    

（2） 改善案による効果 

 マルチビーム測量作業を実施するにあたり，スワス角・

重複率を設定する際には，現行基準より，スワス角を拡大，

重複率を縮小，とする緩和策を講じることにより，測量船

の航行回数が約 1/3 減少することによる現地測量作業量の

削減や取得データの処理作業量（データ数，解析時間等）

の削減などの効果が期待できる． 

 

5.2 取得点群データ処理において中央値に加え最頻値   

の選択値採用の改善案の提案および効果 

 

（1） 改善案の提案 

 マルチビーム測量の取得点群データ処理においては，土

量計算時の取得点の選択値に関して，中央値のみではなく，

最頻値も採用が可能であることが確認できた． 

この結果より，土量計算時の選択値は，中央値に加え最

頻値も採用可能とする改善案について，以下の通り提案す

る．  

3 次元データを用いた浚渫工の土量計算において，現行

基準である 3 次元点群データの中央値を採用するものか

ら，使用可能なソフトウェアを増やすことができる，中央

値または最頻値を採用とする改善案を提案する． 

 

 

（2） 改善案による効果 

土量計算において中央値に加え最頻値の選択値採用に

より，使用可能となるソフトウェアを 3 種類増やすことが

できる．これにより，既存の保有ソフトウェアでの取得デ

ータ処理が可能となり，既存のデータ解析技術や人材が多

く活用される効果が期待できる（表-5.1）． 

 

表-5.1 ソフトウェア一覧表 

 

6. おわりに 

 

 本研究においては，今後の ICT 浚渫工（港湾）の効率化

を目指し，マニュアル・要領類の改善案の提示を目的とし

て検討を実施したものである． 

 今回の検討では，マルチビーム測量に関係するマニュア

ル･要領類について，実測データ等を用いた検証結果より

設定緩和が可能であることを確認し，マニュアル・要領類

の改善案が現場での測量作業の効率化につながることを

期待する．今後の ICT 浚渫工（港湾）において，さらなる

生産性の向上につながる施策の参考となれば幸いである． 

               

（2020年2月12日受付） 

平均 最浅値 最深値 最頻値 中央値
イ ○ ○ ○ ○ ×
ロ ○ ○ ○ ○ ○
ハ ○ ○ ○ × ×
二 ○ ○ ○ △ ○
ホ × × × × ×

平均 最浅値 最深値 最頻値 中央値
へ ○ ○ ○ ○ ×
ト ○ ○ ○ ○ ×
チ ○ ○ ○ ○ ○
リ ○ ○ ○ ○ ○
ヌ ○ ○ ○ ○ ○
ル ○ ○ ○ × ○
オ ○ ○ ○ ○ ○
ワ ○ ○ ○ ○ ○
カ ○ ○ ○ ○ ○
ヨ ○ ○ ○ × ○
タ ○ ○ ○ × ○
レ ○ ○ ○ ○ ○

：使用可能となるソフトウェア

グリッドデータ作成機能

ソフトウェア名

ソフトウェア名

１．マルチビームデータ取得ソフト
 （データ取得＋データ処理）

２．後処理型点群処理ソフト
 （データ処理）

グリッドデータ作成機能
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付録Ａ マルチビーム測量におけるスワス角・重複率の設定緩和の検証 関連資料 

 

検証実験工事概要 
 

１．工事名  ： 平成 31 年度 名古屋港庄内川泊地浚渫工事 
 ２．工期   ： 令和元年 7 月 ～ 令和元年 10 月 
 ３．発注者  ： 国土交通省 中部地方整備局 
  

   

         図-A.1 検証位置図                 図-A.2 検証位置詳細図 
 

図-A.3 検証区域深浅図              図-A.4 検証区域詳細図     
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４．マルチビーム測量実験 
 

                  表-A.1 マルチビーム測量実験概要 

 
 

 

 

表-A.2 スワス角･重複率毎の有効測深幅（重複幅）      表-A.3 最低有効測深幅(重複幅)での重複率 20％以上 

                                  を確保する設定 

※測量箇所計画水深：-8.1ｍ 

 
 
 

スワス角
最低有効測深幅

(最低重複幅)
重複率20%以上確保

90° 3.0m 3.0ｍ÷7.1m≒42％
120° 3.0m 3.0ｍ÷12.3m≒24％

基準値
90°100%

本数比較(%)
本数減=距離減

Ａ区域：起工測量（掘削前）
90° 100% 7.1 16 @7.0m 100% 基準値
90° 60% 4.2 12 @9.7m 75.0%
90° 42% 3.0 10 @11.2m 62.5%
120° 100% 12.3 10 @12.0m 62.5%
120° 60% 7.3 7 @17.0m 43.8%
120° 24% 3.0 6 @21.6m 37.5%
130° 100% 15.2 8 @15.3m 50.0%
130° 60% 9.1 6 @21.3m 37.5%
130° 20% 3.0 5 @27.4m 31.3%

Ｂ区域：出来形測量（掘削後）
90° 100% 7.1 11 @7.0m 100% 基準値
90° 60% 4.2 9 @9.7m 81.8%
90° 42% 3.0 8 @11.2m 72.7%
120° 100% 12.3 7 @12.0m 63.6%
120° 60% 7.3 6 @17.0m 54.5%
120° 24% 3.0 5 @21.6m 45.5%
130° 100% 15.2 6 @15.3m 54.5%
130° 60% 9.1 5 @21.3m 45.5%
130° 20% 3.0 4 @27.4m 36.4%

測線
総本数

測線間隔 備考

A-1
(ｽﾜｽ角90°)

100m×100m

A-2
(ｽﾜｽ角120°)

100m×100m

スワス角 重複率
有効

測深幅
測深

対象区域

A-3
(ｽﾜｽ角130°)

100m×100m

B-1
(ｽﾜｽ角90°)

140m×70m

B-2
(ｽﾜｽ角120°)

140m×70m

B-3
(ｽﾜｽ角130°)

140m×70m

100% 60% 20%
90° 7.1ｍ 7.1ｍ×0.6≒4.2m 7.1ｍ×0.2≒1.5m

120° 12.3ｍ 12.3ｍ×0.6≒7.3m 12.3ｍ×0.2≒2.5m
130° 15.2ｍ 15.2ｍ×0.6≒9.1m 15.2ｍ×0.2≒3.0m

重複率
スワス角
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 ５．深浅測量 測線計画 
 

（1）A-1（測量対象区域 100ｍ×100ｍ）：スワス角 90°重複率 20％～100％での測線本数 
      ケース①               ケース②               ケース③ 
重複率 100％測線間隔@7.0m 総本数 16 本  重複率 60％測線間隔@9.7m 総本数 12 本  重複率 42％測線間隔@11.2m 総本数 10 本 

重複率=最低幅 3.0ｍ÷7.1m≒42.3％＞20% 

 図-A.5 90°100％測線        図-A.6 90°60％測線         図-A.7 90°42％測線 
 

（2）A-2（測量対象区域 100ｍ×100ｍ）：スワス角 120°重複率 20％～100％での測線本数 
      ケース①               ケース②               ケース③ 
重複率 100％測線間隔@12.0m 総本数 10 本  重複率 60％測線間隔@17.0m 総本数 7 本  重複率 24％測線間隔@21.6m 総本数 6 本 

重複率＝最低幅 3.0ｍ÷12.3m≒24％＞20％ 

図-A.8 120°100％測線       図-A.9 120°60％測線        図-A.10 120°24％測線 
 

（3）A-3（測量対象区域 100ｍ×100ｍ）：スワス角 130°重複率 20％～100％での測線本数 

      ケース①               ケース②               ケース③ 
重複率 100％測線間隔@15.3m 総本数 8 本   重複率 60％測線間隔@21.3m 総本数 6 本   重複率 20％測線間隔@27.4m 総本数 5 本 

図-A.11 130°100％測線       図-A.12 130°60％測線        図-A.13 130°20％測線 
 

 
 

100m
 

100m 
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（4）B-1（測量対象区域 140ｍ×70ｍ）：スワス角 90°重複率 20％～100％での測線本数 
      ケース①               ケース②               ケース③ 
重複率 100％測線間隔@7.0m 総本数 11 本  重複率 60％測線間隔@9.7m 総本数 9 本  重複率 42％測線間隔@11.2m 総本数 8 本 

重複率=最低幅 3.0ｍ÷7.1m≒42.3％＞20% 

図-A.14 90°100％測線        図-A.15 90°60％測線         図-A.16 90°42％測線 
 

（5）B-2（測量対象区域 140ｍ×70ｍ）：スワス角 120°重複率 20％～100％での測線本数 

      ケース①               ケース②               ケース③ 
重複率 100％測線間隔@12.0m 総本数 7 本  重複率 60％測線間隔@17.0m 総本数 6 本  重複率 24％測線間隔@21.6m 総本数 5 本 

重複率＝最低幅 3.0ｍ÷12.3m≒24％＞20％ 

図-A.17 120°100％測線       図-A.18 120°60％測線        図-A.19 120°24％測線 
 
 

（6）B-3（測量対象区域 140ｍ×70ｍ）：スワス角 130°重複率 20％～100％での測線本数 

      ケース①               ケース②               ケース③ 
重複率 100％測線間隔@15.3m 総本数 6 本   重複率 60％測線間隔@21.3m 総本数 5 本   重複率 20％測線間隔@27.4m 総本数 4 本 

図-A.20 130°100％測線       図-A.21 130°60％測線        図-A.22 130°20％測線 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 

70m
 

140m 
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 ６． 深浅測量 水深値・深浅図 
 

（1）水深値：A 区域 起工測量（掘削前） 
 

                表-A.4 A 区域 起工測量（掘削前）水深値一覧表 
（単位：ｍ）

No.

測線 測定値
基準値
との差

測定値
基準値
との差

測定値
基準値
との差

測定値
基準値
との差

測定値
基準値
との差

測定値
基準値
との差

90° 100% -7.4 － -7.4 － -7.6 － -7.5 － -7.6 － -7.6 －
90° 42% -7.4 0 -7.4 0 -7.6 0 -7.5 0 -7.6 0 -7.6 0
90° 60% -7.4 0 -7.4 0 -7.7 -0.1 -7.5 0 -7.6 0 -7.6 0
120° 24% -7.4 0 -7.4 0 -7.6 0 -7.6 -0.1 -7.6 0 -7.6 0
120° 60% -7.4 0 -7.4 0 -7.6 0 -7.5 0 -7.6 0 -7.6 0
120° 100% -7.4 0 -7.4 0 -7.7 -0.1 -7.5 0 -7.6 0 -7.6 0
130° 20% -7.4 0 -7.5 -0.1 -7.6 0 -7.5 0 -7.6 0 -7.6 0
130° 60% -7.3 0.1 -7.4 0 -7.6 0 -7.5 0 -7.5 0.1 -7.6 0
130° 100% -7.3 0.1 -7.4 0 -7.6 0 -7.5 0 -7.5 0.1 -7.6 0
90° 100% -7.3 － -7.4 － -7.5 － -7.6 － -7.6 － -7.5 －
90° 42% -7.3 0 -7.4 0 -7.5 0 -7.6 0 -7.6 0 -7.5 0
90° 60% -7.3 0 -7.4 0 -7.5 0 -7.7 -0.1 -7.6 0 -7.5 0
120° 24% -7.3 0 -7.3 0.1 -7.5 0 -7.7 -0.1 -7.6 0 -7.5 0
120° 60% -7.3 0 -7.4 0 -7.4 0.1 -7.6 0 -7.6 0 -7.5 0
120° 100% -7.3 0 -7.4 0 -7.5 0 -7.6 0 -7.5 0.1 -7.5 0
130° 20% -7.2 0.1 -7.4 0 -7.5 0 -7.6 0 -7.5 0.1 -7.6 -0.1
130° 60% -7.2 0.1 -7.3 0.1 -7.4 0.1 -7.6 0 -7.6 0 -7.5 0
130° 100% -7.2 0.1 -7.4 0 -7.5 0 -7.6 0 -7.6 0 -7.5 0
90° 100% -7.3 － -7.4 － -7.4 － -7.5 － -7.5 － -7.4 －
90° 42% -7.3 0 -7.3 0.1 -7.4 0 -7.5 0 -7.5 0 -7.4 0
90° 60% -7.3 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.5 0 -7.5 0 -7.5 -0.1
120° 24% -7.3 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.5 0 -7.5 0 -7.5 -0.1
120° 60% -7.3 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.5 0 -7.5 0 -7.5 -0.1
120° 100% -7.3 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.5 0 -7.4 0.1 -7.4 0
130° 20% -7.2 0.1 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 0.1 -7.4 0.1 -7.5 -0.1
130° 60% -7.3 0 -7.3 0.1 -7.4 0 -7.5 0 -7.4 0.1 -7.4 0
130° 100% -7.2 0.1 -7.4 0 -7.4 0 -7.5 0 -7.4 0.1 -7.5 -0.1
90° 100% -7.3 － -7.4 － -7.4 － -7.4 － -7.4 － -7.3 －
90° 42% -7.4 -0.1 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 -0.1
90° 60% -7.4 -0.1 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 -0.1
120° 24% -7.4 -0.1 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 -0.1
120° 60% -7.4 -0.1 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 -0.1
120° 100% -7.4 -0.1 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 -0.1
130° 20% -7.4 -0.1 -7.4 0 -7.4 0 -7.3 0.1 -7.3 0.1 -7.4 -0.1
130° 60% -7.4 -0.1 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.3 0.1 -7.3 0
130° 100% -7.4 -0.1 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 0 -7.4 -0.1
90° 100% -7.2 － -7.3 － -7.4 － -7.3 － -7.3 － -7.3 －
90° 42% -7.2 0 -7.3 0 -7.4 0 -7.3 0 -7.3 0 -7.3 0
90° 60% -7.2 0 -7.4 -0.1 -7.3 0.1 -7.3 0 -7.3 0 -7.3 0
120° 24% -7.1 0.1 -7.3 0 -7.4 0 -7.3 0 -7.3 0 -7.3 0
120° 60% -7.2 0 -7.3 0 -7.3 0.1 -7.3 0 -7.3 0 -7.3 0
120° 100% -7.2 0 -7.3 0 -7.4 0 -7.3 0 -7.3 0 -7.3 0
130° 20% -7.2 0 -7.3 0 -7.4 0 -7.3 0 -7.2 0.1 -7.3 0
130° 60% -7.1 0.1 -7.3 0 -7.4 0 -7.3 0 -7.3 0 -7.3 0
130° 100% -7.1 0.1 -7.3 0 -7.4 0 -7.3 0 -7.2 0.1 -7.3 0
90° 100% -7.2 － -7.2 － -7.2 － -7.1 － -7.1 － -7.0 －
90° 42% -7.2 0 -7.2 0 -7.2 0 -7.1 0 -7.1 0 -7.0 0
90° 60% -7.2 0 -7.3 -0.1 -7.2 0 -7.1 0 -7.1 0 -7.0 0
120° 24% -7.1 0.1 -7.2 0 -7.2 0 -7.2 -0.1 -7.1 0 -7.0 0
120° 60% -7.2 0 -7.2 0 -7.2 0 -7.1 0 -7.1 0 -7.0 0
120° 100% -7.2 0 -7.2 0 -7.2 0 -7.1 0 -7.1 0 -7.0 0
130° 20% -7.1 0.1 -7.3 -0.1 -7.2 0 -7.1 0 -7.0 0.1 -7.0 0
130° 60% -7.1 0.1 -7.2 0 -7.2 0 -7.1 0 -7.0 0.1 -7.0 0
130° 100% -7.1 0.1 -7.2 0 -7.2 0 -7.1 0 -7.0 0.1 -7.0 0

※基準値：スワス角90°重複率100％

スワス角 重複率
No.220 No.240 No.260 No.280 No.300 No.320

680ｍ

700ｍ

720ｍ

740ｍ

760ｍ

780ｍ
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（2）水深値：B 区域 出来形測量（掘削後） 
 

表-A.5 B 区域 出来形測量（掘削後）水深値一覧表 
（単位：ｍ）

No.

測線 測定値
基準値
との差

測定値
基準値
との差

測定値
基準値
との差

測定値
基準値
との差

90° 100% -8.8 － -8.8 － -8.7 － -9.0 －
90° 42% -8.9 -0.1 -8.8 0 -8.7 0 -8.9 0.1
90° 60% -8.9 -0.1 -8.7 0.1 -8.7 0 -8.8 0.2

120° 24% -8.9 -0.1 -8.7 0.1 -8.8 -0.1 -8.9 0.1
120° 60% -8.6 0.2 -8.7 0.1 -8.7 0 -8.7 0.3
120° 100% -8.8 0 -8.6 0.2 -8.7 0 -8.8 0.2
130° 20% -8.9 -0.1 -8.6 0.2 -8.7 0 -8.8 0.2
130° 60% -8.7 0.1 -8.6 0.2 -8.7 0 -8.8 0.2
130° 100% -8.8 0 -8.6 0.2 -8.6 0.1 -8.9 0.1
90° 100% -8.8 － -9.0 － -8.9 － -8.7 －
90° 42% -8.9 -0.1 -9.0 0 -8.9 0 -8.8 -0.1
90° 60% -8.8 0 -8.9 0.1 -8.8 0.1 -8.6 0.1

120° 24% -8.8 0 -9.0 0 -8.8 0.1 -8.7 0
120° 60% -8.7 0.1 -8.9 0.1 -8.8 0.1 -8.7 0
120° 100% -8.7 0.1 -8.8 0.2 -8.7 0.2 -8.6 0.1
130° 20% -8.8 0 -8.9 0.1 -8.8 0.1 -8.7 0
130° 60% -8.9 -0.1 -9.0 0 -8.8 0.1 -8.6 0.1
130° 100% -8.8 0 -8.9 0.1 -8.7 0.2 -8.6 0.1
90° 100% -8.9 － -8.7 － -8.7 － -8.6 －
90° 42% -8.9 0 -8.8 -0.1 -8.7 0 -8.7 -0.1
90° 60% -8.9 0 -8.7 0 -8.7 0 -8.6 0

120° 24% -9.0 -0.1 -8.7 0 -8.7 0 -8.6 0
120° 60% -8.8 0.1 -8.7 0 -8.7 0 -8.6 0
120° 100% -8.8 0.1 -8.6 0.1 -8.7 0 -8.5 0.1
130° 20% -8.9 0 -8.7 0 -8.8 -0.1 -8.7 -0.1
130° 60% -8.9 0 -8.7 0 -8.7 0 -8.6 0
130° 100% -8.8 0.1 -8.6 0.1 -8.7 0 -8.6 0
90° 100% -8.7 － -9.1 － -8.9 － -8.8 －
90° 42% -8.7 0 -9.1 0 -8.9 0 -9.0 -0.2
90° 60% -8.8 -0.1 -9.0 0.1 -8.8 0.1 -9.1 -0.3

120° 24% -8.7 0 -9.1 0 -8.9 0 -8.9 -0.1
120° 60% -8.6 0.1 -9.0 0.1 -8.8 0.1 -8.8 0
120° 100% -8.6 0.1 -8.9 0.2 -8.9 0 -8.7 0.1
130° 20% -8.7 0 -9.0 0.1 -8.8 0.1 -8.7 0.1
130° 60% -8.7 0 -9.0 0.1 -8.9 0 -8.7 0.1
130° 100% -8.6 0.1 -9.0 0.1 -8.8 0.1 -8.8 0
90° 100% -8.8 － -8.7 － -8.5 － -9.1 －
90° 42% -8.9 -0.1 -8.7 0 -8.4 0.1 -9.1 0
90° 60% -9.0 -0.2 -8.7 0 -8.6 -0.1 -9.1 0

120° 24% -9.0 -0.2 -8.7 0 -8.5 0 -9.1 0
120° 60% -8.8 0 -8.6 0.1 -8.5 0 -9.0 0.1
120° 100% -8.9 -0.1 -8.5 0.2 -8.4 0.1 -9.0 0.1
130° 20% -8.9 -0.1 -8.5 0.2 -8.4 0.1 -8.9 0.2
130° 60% -8.9 -0.1 -8.6 0.1 -8.5 0 -9.1 0
130° 100% -8.8 0 -8.6 0.1 -8.3 0.2 -9.0 0.1
90° 100% -8.8 － -8.5 － -8.8 － -9.0 －
90° 42% -8.8 0 -8.5 0 -8.7 0.1 -9.0 0
90° 60% -9.0 -0.2 -8.5 0 -8.9 -0.1 -9.0 0

120° 24% -8.7 0.1 -8.6 -0.1 -8.9 -0.1 -9.0 0
120° 60% -8.8 0 -8.5 0 -8.7 0.1 -8.9 0.1
120° 100% -8.7 0.1 -8.4 0.1 -8.8 0 -8.9 0.1
130° 20% -8.8 0 -8.4 0.1 -8.7 0.1 -8.9 0.1
130° 60% -8.9 -0.1 -8.6 -0.1 -8.7 0.1 -9.0 0
130° 100% -8.7 0.1 -8.5 0 -8.7 0.1 -8.9 0.1
90° 100% -9.0 － -8.9 － -8.7 － -9.0 －
90° 42% -8.9 0.1 -8.9 0 -8.7 0 -9.1 -0.1
90° 60% -9.0 0 -8.8 0.1 -8.7 0 -9.1 -0.1

120° 24% -9.0 0 -8.9 0 -8.7 0 -9.0 0
120° 60% -8.8 0.2 -8.8 0.1 -8.7 0 -9.1 -0.1
120° 100% -8.9 0.1 -8.8 0.1 -8.7 0 -9.0 0
130° 20% -9.0 0 -8.8 0.1 -8.7 0 -8.9 0.1
130° 60% -9.0 0 -8.8 0.1 -8.6 0.1 -9.0 0
130° 100% -8.9 0.1 -8.8 0.1 -8.7 0 -9.0 0
90° 100% -8.7 － -9.1 － -8.8 － -8.9 －
90° 42% -8.8 -0.1 -9.1 0 -8.7 0.1 -8.9 0
90° 60% -9.0 -0.3 -9.1 0 -8.7 0.1 -8.9 0

120° 24% -8.9 -0.2 -9.0 0.1 -8.7 0.1 -8.8 0.1
120° 60% -8.7 0 -9.0 0.1 -8.7 0.1 -8.8 0.1
120° 100% -8.7 0 -8.9 0.2 -8.6 0.2 -8.8 0.1
130° 20% -8.8 -0.1 -8.9 0.2 -8.7 0.1 -8.8 0.1
130° 60% -8.7 0 -9.1 0 -8.6 0.2 -8.8 0.1
130° 100% -8.6 0.1 -9.0 0.1 -8.6 0.2 -8.7 0.2

800ｍ

820ｍ

740ｍ

760ｍ

780ｍ

680ｍ

700ｍ

720ｍ

No.80
※基準値：スワス角90°重複率100％

スワス角 重複率
No.20 No.40 No.60
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（3）深浅図：A 区域 起工測量（掘削前）スワス角 90° 

図-A.23 A 区域 起工測量（掘削前）スワス角 90°深浅図 
 

（4）深浅図：A 区域 起工測量（掘削前）スワス角 120° 

図-A.24 A 区域 起工測量（掘削前）スワス角 120°深浅図 
 

（5）深浅図：A 区域 起工測量（掘削前）スワス角 130° 

図-A.25 A 区域 起工測量（掘削前）スワス角 130°深浅図 

凡例
上段→ 7.2：重複率42％
中段→ 7.2：重複率60％
下段→ 7.2：重複率100％

凡例
上段→ 7.2：重複率24％
中段→ 7.2：重複率60％
下段→ 7.2：重複率100％

凡例
上段→ 7.2：重複率20％
中段→ 7.2：重複率60％
下段→ 7.2：重複率100％
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（6）深浅図：B 区域 出来形測量（掘削後）スワス角 90° 

図-A.26 B 区域 出来形測量（掘削後）スワス角 90°深浅図 
 

（7）深浅図：B 区域 出来形測量（掘削後）スワス角 120° 

図-A.27 B 区域 出来形測量（掘削後）スワス角 120°深浅図 
 

（8）深浅図：B 区域 出来形測量（掘削後）スワス角 130° 

図-A.28 B 区域 出来形測量（掘削後）スワス角 130°深浅図 
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付録Ｂ 取得点群データ処理において中央値に加え最頻値の選択値採用の検証 関連資料 

 

土量比較結果 

 

             表-B-1 2017 度工事データによる中央値と最頻値での土量比較結果 

 
   

            表-B-2 2018 年度工事データによる中央値と最頻値での土量比較結果 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

2017年度 ６工事  （単位：ｍ３）

ソフトウェア

Ａ
ソフトウェア

Ｂ
ソフトウェア

Ａ
ソフトウェア

Ｂ
ソフトウェア

Ａ
ソフトウェア

Ｂ
ソフトウェア

Ａ
ソフトウェア

Ｂ
ソフトウェア

Ａ
ソフトウェア

Ｂ
ソフトウェア

Ａ
ソフトウェア

Ｂ

検証土量1 検証土量2 検証土量1 検証土量2 検証土量1 検証土量2 検証土量1 検証土量2 検証土量1 検証土量2 検証土量1 検証土量2

① 中央値(基準) 11,978 11,941 69,840 69,834 22,110 22,097 19,039 18,976 57,307 57,296 175,686 175,323

② 最頻値 12,047 11,822 69,872 69,977 22,106 22,050 19,033 18,716 57,381 57,320 175,914 175,080

③ 土量差＝
最頻値-中央値(基準)

69 -119 32 143 -4 -47 -6 -260 74 24 228 -243

④ 増減率＝
土量差/中央値(基準)

0.58% -1.00% 0.05% 0.20% -0.02% -0.21% -0.03% -1.37% 0.13% 0.04% 0.13% -0.14%

平面格子密度
【1ｍ／１点】

工事名
6

鹿島港１ 石狩湾新港 金沢港 鹿島港２ 酒田港 神戸港
1 2 3 4 5

2018年度 ６工事  （単位：ｍ３）

ソフトウェア

Ａ
ソフトウェア

Ｂ
ソフトウェア

Ａ
ソフトウェア

Ｂ
ソフトウェア

Ａ
ソフトウェア

Ｂ
ソフトウェア

Ａ
ソフトウェア

Ｂ
ソフトウェア

Ａ
ソフトウェア

Ｂ
ソフトウェア

Ａ
ソフトウェア

Ｂ

検証土量1 検証土量2 検証土量1 検証土量2 検証土量1 検証土量2 検証土量1 検証土量2 検証土量1 検証土量2 検証土量1 検証土量2

① 中央値(基準) 14,630 14,536 14,941 14,962 30,661 30,649 67,925 67,918 21,040 21,036 9,070 9,059

② 最頻値 14,632 14,524 14,963 14,962 30,661 30,649 67,925 67,918 21,040 21,036 9,070 9,059

③ 土量差＝
最頻値-中央値(基準)

2 -12 22 0 0 0 0 0 0 0 0 0

④ 増減率＝
土量差/中央値(基準)

0.01% -0.08% 0.15% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

工事名

平面格子密度
【1ｍ／１点】

6
鹿島港 千葉港 名古屋港 釧路港西港 苅田港 高松港

1 2 3 4 5


